	
	事業所名
	

	
	事業所番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	指定更新提出書類一覧

＜地域密着型特定施設入居者生活介護＞
	チェック

	
	指定更新申請書
	

	
	付表（更新用）
	

	
	指定通知書（原本）

必ず写しを取って保管しておいてください。

横浜市外に所在する事業所で、横浜市長名の指定を受けていない場合（いわゆる「みなし指定事業所」）は、指定通知書の「写し」を提出してください。


	

	●
	申請者の定款、寄附行為
	

	
	登記事項証明書
申請日前３か月前までに発行されたもの


	

	
	・事業所の賃貸借契約書等の写し

・事業所が申請者所有のものである場合は、登記簿等の写し

・市内に所在する事業所のみ

・賃貸借契約書等の原本をお持ちください。申請の際に確認し、その場で返却します。

	

	
	従業者の勤務形態一覧表（参考様式１）
・指定満了日の翌日から４週間分で作成してください。

・看護職員、機能訓練指導員については資格証の写しを添付してください。

・雇用契約書（写し）、辞令、タイムカードの写し等雇用の確認できる書類をお持ちください。確認したら、その場でお返しします（市外に所在する事業所の場合は不要です）。


	

	
	管理者の経歴書（参考様式２）
	

	
	計画作成担当者の経歴書（参考様式２）
	

	●
	事業所の平面図（参考様式３）
	

	●
	居室面積一覧表（参考様式４）
	

	
	設備・備品等に係る一覧表（参考様式５）



	

	
	運営規程
	

	
	料金表
	

	●
	利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要（参考様式７）
	

	
	運営法人の直近の決算書の写し（表紙及び貸借対照表部分）
	

	
	法人市民税の納税証明書（直近１か年分）
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	収支実績表（参考様式９－１）

「事業所単位」の１年間分の収支実績表を作成してください。事業所で整理している直近の１年間の状況でお願いします（例：平成18年度等）（様式のファイルに記載例あり）。


	

	
	事業実績表（参考様式10－１）

収支実績表とあわせた期間で利用者の状況、従業者の状況をご記入ください（様式のファイルに記載例あり）


	

	●
	協力医療機関（協力歯科医療機関）との契約の内容
	

	
	法第78条の２第４項各号に該当しないことを誓約する書面及び役員の氏名等一覧（参考様式11－１）
	

	
	介護支援専門員一覧（参考様式12）及び介護支援専門員証の写し
介護支援専門員証の写しは８桁の数字が確認できるように。


	

	
	介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
	

	
	加算体制チェック表及び添付書類

加算を算定している場合のみ（添付書類については、加算体制チェック表に記載されているものを提出してください）


	

	
	返信用封筒

市外に所在する事業所のみ（80円切手を貼った長３封筒）


	


●印のある書類は指定申請時と変更がない場合は省略することができます

（この場合、チェック欄に「省略」と記入してください、なお、市外に所在するいわゆる「みなし指定事業所」は省略することができません）

●横浜市に所在する事業所は以下にも記入してください。

	横浜市以外の被保険者が利用している場合は「○○市（○名）」のように以下に記入してください(個人名は不要です)

	


・消防設備その他の非常災害に際して必要な設備（消防法その他の法令等に規定された設備）は必ず記入してください。


・「防火対象物の使用開始届出」に基づいて発行される「検査結果通知書」と消防法の規定による立入検査の「立入検査等結果通知書」を添付してください。








・本社が市外にある場合で市内に事業所等がある場合は、横浜市分の納税証明書を提出してください。


・本社が市外にある場合で市内に事業所等がない場合は、本社所在地の納税証明書を提出してください。
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